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2025 年 9月 12日 

有限責任 あずさ監査法人 

会計・開示プラクティス部 

企業会計基準公開草案第87号「後発事象に関する会計基準（案）」等に対する

コメント

当監査法人会計・開示プラクティス部は、2025 年 7 月 8 日に公表された、以下の企

業会計基準及び企業会計基準適用指針の公開草案（以下合わせて、「本公開草案」とい

う。）及び補足文書（案）「開示後発事象の例示及び開示内容の例示について」（以下、

「補足文書（案）」という。）に関するコメントを検討し、以下のとおり意見を取り

まとめましたので提出いたします。 

・ 企業会計基準公開草案第 87 号「後発事象に関する会計基準（案）」（以下「本

会計基準案」という。）

・ 企業会計基準公開草案第 88 号「『中間連結財務諸表等の作成基準』の一部改正

（その X）（案）」

・ 企業会計基準適用指針公開草案第 87 号「後発事象に関する会計基準の適用指針

（案）」（以下「本適用指針案」という。）
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質問 1（後発事象の対象期間に関する基本的な取扱いに関する質問） 

「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とする本公開草案の提案 

に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

同意する。 

 

質問 2（会計監査人設置会社の計算書類等及び連結計算書類における後発事象の対象

期間に関する質問） 

会計監査人設置会社において作成される計算書類等及び連結計算書類における後

発事象の対象期間を確認日までとする本適用指針案の提案に同意しますか。同意し

ない場合には、その理由をご記載ください。 

同意する。 

 

質問 3（会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取扱いに関す

る質問） 

本適用指針案の会計監査人設置会社における確認日後に生じた修正後発事象の取

扱いに関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載くださ

い。 

また、後発事象に関する会計基準の公表後に会計監査人設置会社における確認日

後に生じた修正後発事象の取扱いの見直しを行うことについて、ご意見があればご

記載ください。 

以下の点を除いて、同意する。 

本適用指針案では、日本公認会計士協会 監査・保証基準委員会 監査基準報告書

560実務指針第 1号「後発事象に関する監査上の取扱い」（以下「監基報 560実 1」と

いう。）の定めを見直し、連結財務諸表に関する特例的な取扱い（本適用指針案 BC8

項(2)参照）について、親会社の計算書類等ではなく、連結計算書類に関する確認日

後に発生した修正後発事象を開示後発事象に準じて取り扱うこととされている（本

適用指針案第 4項(2)）。この点、計算書類等に関する確認日と連結計算書類に関する

確認日が異なる場合の取扱いについても、結論の背景に明確化すべきである。 

 

本適用指針案では、監基報 560実 1に設けられていた金融商品取引法監査における

連結財務諸表に関する特例的な取扱い（本適用指針案 BC8項(2) 参照）に関して、連

結計算書類に関する確認日と連結財務諸表の公表の承認日との間に発生した修正後発

事象を対象とする方がより整合的な取扱いとなると考えられることや、現行実務にお

いては基本的に計算書類等と連結計算書類の監査報告書日が同一日付となっているこ

とから、親会社の計算書類等ではなく、連結計算書類に関する確認日後、連結財務諸

表の公表の承認日までに発生した修正後発事象について開示後発事象に準じて取り扱

うように見直しを行うことが提案されている（本適用指針案 BC9項）。 

この提案によると、仮に計算書類等に関する確認日と連結計算書類に関する確認日
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が異なるときには、この間に発生した修正後発事象は、特例的な取扱いの対象外とな

り、その場合、監基報 560実 1では、本来連結計算書類を修正すべきものと考えられ

る（監基報 560実 1  4.(2)②a）とされており、また、連結財務諸表における取扱い

は連結計算書類に準じる（（監基報 560実 1  4.(2)②b.(a)）とされていることを踏ま

えると、連結計算書類及び連結財務諸表の両者において修正後発事象として取り扱わ

れることになると考えられる。しかしながら、このように従来の実務に変更が生じる

可能性が認められることについては、「企業会計基準公開草案第 87 号『後発事象に

関する会計基準（案）』等の公表」の質問 3 に関連する提案内容を説明するなお書き

に、本適用指針案では、監基報 560実 1における従前の連結計算書類の特例的な取扱

いと同様の定めを設けていないとされているのみであり、判然としない。この点、連

結計算書類及び連結財務諸表の特例的な取扱いの見直しを行ったことによる影響につ

いて、本適用指針の結論の背景において明確化することが重要であると考えられる。

その際、監基報 560 実 1〔付表 1〕にあるように、時系列による分類を図表で示すこ

とも有用であると考えられる。 

 

質問 4（開示に関する質問） 

本会計基準案の開示に関する提案及び第一種中間財務諸表等における開示の提案

に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。 

以下の点を除いて、同意する。 

第一種中間財務諸表等においては、財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表

を承認した機関又は個人の名称の注記について、国際的な会計基準において当該注

記が求められていないこと、また、開示に関して適時性に係るより強い制約がある

ことも踏まえ、本会計基準案では開示を求めないことが提案されている（「企業会

計基準公開草案第 87 号『後発事象に関する会計基準（案）』等の公表」の別紙に示

される「企業会計基準適用指針第 XX 号『期中財務諸表に関する会計基準の適用指針』

の改正案」（以下「期中適用指針改正案」という。）BC25-2 項なお書き参照）。こ

の点、第一種中間財務諸表等の公表の承認日と公表日の間に差異がある場合、「そ

の間に生じた後発事象については非財務情報として開示することが考えられる」

（期中適用指針改正案同項本文参照）とされていることを考慮すると、財務諸表と

非財務情報の関係を財務諸表利用者が理解可能となるよう、第一種中間財務諸表等

においても、財務諸表の公表の承認日について、開示を求めることが適切であると

考えられる。 

 

本会計基準の公表による他の会計基準等についての修正案に関して、第一種中間財

務諸表等においては、財務諸表の公表の承認日及び財務諸表の公表を承認した機関又

は個人の名称の注記について、IFRS 会計基準において当該注記が求められていない
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中で、開示に関して適時性に係るより強い制約があることも踏まえ、本会計基準案で

は開示を求めないことが提案されている。 

しかしながら、IFRS 会計基準とは異なる点として、第一種中間財務諸表等の公表

の承認日と公表日の間に差異がある場合、その間に生じた後発事象については非財務

情報として開示することが考えられることが、関連する会計基準等の結論の背景に記

載されている（期中適用指針改正案 BC25-2項参照）。 

監基報 560実 1では、監査対象となる後発事象は、監査報告書日までに発生した後

発事象であることが定められており、財務諸表における後発事象の対象期間は、明確

となっていた。一方、本会計基準案では、後発事象とは、決算日後に発生した企業の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事象のうち、

財務諸表の公表の承認日までに発生した会計事象とされており、財務諸表の公表の承

認日について開示がなされない場合、財務諸表利用者においては、後発事象の対象期

間は明らかではない。 

第一種中間財務諸表等の公表の承認日と公表日の間に差異がある場合、前述のとお

り、「その間に生じた後発事象については非財務情報として開示することが考えられ

る」とされていることを考慮すると、財務諸表と非財務情報の関係が明瞭となるよう、

第一種中間財務諸表等においても、財務諸表の公表の承認日については、開示を求め

ることが適切であると考えられる。 

 

質問 5（適用時期等に関する質問） 

本公開草案の適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、そ

の理由をご記載ください。 

同意する。 

 

質問 6（その他） 

その他、本公開草案に関して、ご意見があればご記載ください。 

該当なし。 

 

質問 7（補足文書（案）に関する質問） 

仮に日本公認会計士協会により監基報 560 実 1 が廃止された場合に、補足文書

を公表する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載くださ

い。 

同意する。 

 

以 上 


